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研究成果の概要（和文）： グローバルに事業を展開している日本企業が、国際的に広がる自社の企業ウェブサイトを
どのようにマネジメントしているかを、国際マーケティング理論のフレームワークの元で、その変化と効果に注目しな
がら検証した。企業への聞き取り調査、質問票調査、企業財務データベースをソースに、国際的な企業ウェブサイトの
標準化が、その開発の調整を促すことで、事業成長に影響を及ぼしていることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）： We explored changes and effects of global company websites in Japanese multi-nati
onal companies using the framework derived from global marketing theories. We gathered data from our inter
views and questionnaires for companies and a database of financial statements. Our qualitative analysis an
d structural modeling confirmed that standardization of global company website affect subsequent company g
rowth mediated by coordination of global company website.
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１．研究開始当初の背景 
研究開始時には、わが国の主要企業の多く

が、グローバルな事業展開の拡大を進めてい
た。が、そのなかで日本をはじめとするアジ
ア企業については、近年世界的な台頭が著し
いものの、グローバル・ブランディングには
出遅れているとの指摘があった（Roll 2006, 
Kotabe & Helsen 2007）。当時ウェブサイト
は、ブランディングの多様な局面で､その重
要なツールの一つとして利用されるように
なっており、企業ウェブサイトのマーケティ
ング利用についても、国内のマネジメントか
らグローバル･マネジメントへと枠組みを拡
大した研究を急ぎ進めることが、今後の日本
企業のグローバル・ブランド管理の高度化を
うながす理論構築のために必要だと考えら
れた。 
一方、企業ウェブサイトのグローバルなマ

ーケティング利用の実態把握の必要性は、国
際マーケティング･コミュニケーション研究
の流れからも指摘できた。すなわち国際マー
ケティングの先行研究がとらえてきた標準
化あるいは配置-調整の問題は、企業ウェブ
サイトのマネジメントにおいてもその成否
を左右する重要な要因となり得るのか、それ
ともユニバーサルな性格が強いウェブ上で
は、こうした問題は無効化してしまうのかに
ついては、解明が待たれる問題だったのであ
る。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、実証研究の蓄積に乏しい、
企業ウェブサイトの国際的マーケティング
利用のマネジメントについて、日本企業を対
象に事例研究、サーベイ研究を行い、インタ
ーネットをメディアとした国際マーケティ
ング･コミュニケーションのマネジメントの
実態の把握を試みることである。本研究では、
グローバルに事業を展開している日本企業
が、国際的に広がる自社の企業ウェブサイト
をどのようにマネジメントしているかを国
際マーケティングの理路論枠組みのもとで
検証した。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、国際マーケティング論を中心
とした先行研究を踏まえて、研究枠組みを設
定し、この枠組みのもとで事例調査と質問票
調査を進めることで、日本企業による企業ウ
ェブサイトの国際的なマーケティング利用
の進展や成果の一端を明らかにした。 
文献研究については、Zou & Cavusgil (2002)
によるグローバル・マーケティング戦略モデ
ル（GMS）と、これを国際マーケティング・
コミュニケーションの領域に適用した
Okazaki, , Taylor & Zou (2006)を基軸に、
関連研究をレビューした。加えて、インター
ネット・マーケティングの関連文献をレビュ
ーし、企業ウェブサイト特有の要因も考慮し
ながら、GMS の主要構成要因である標準化と

配置-調整を基軸とした枠組みやモデルの構
築を行った。 
事例調査については、国内外で 12 社を対象
に聞き取り調査を行い、そのなかで企業ウェ
ブサイトの担当マネジャーに対して聞き取
りを行うことができた、消費財関連の事業会
社 5社を対象とした記述と分析を進め、企業
ウェブサイトのグローバル・マネジメントの
進展に関する段階モデルを提示した。 
質問票調査については、国内の全上場企業の
中から 10％以上の海外売上比率をもつ企業
を対象に、2011 年 3 月 3 日から 2012 年 4 月
10 日の期間で質問票を配布･回収した。質問
票は、対象となる 1025 社の広報部門と国際
事業本部に郵送し、110 社から回収した（回
収率 10.7％）。加えて、独立変数と従属変数
を同一者が回答することによるセルフイン
フォメーション・バイアスを回避するために、
モデルの従属変数となるデータについては、
別途110社の企業財務データベースから収集
した。これらのデータを用いて確認的因子分
析と共分散構造分析を行い、モデルの検証を
行った。 
４．研究成果 
（１）本研究では、事例調査の結果を GMS の
枠組みを用いて整理することで、以下のよう
な知見を得た。 
対象企業の企業ウェブサイトのグローバ
ル・マネジメントは、共通して当初はローカ
ル・サイトを各国・地域の拠点が独立して開
発・制作する体制だった。しかし近年では、
「標準化」と「配置-調整」の２つの方向で
マネジメントの一元化を進める動きが生じ
ていた。この移行については、図 1に示す２
つのパスを見いだすことができた。パスが２
つに分かれるのは、一貫したブランド・イメ
ージの構築を重要視する企業と、そうではな
い企業では、グローバル・サイトを構築する
必要性が異なるためである。 
標準化については、これを志向する企業の間
に、現地適応化したローカル・サイトのルッ
ク＆フィールを、ガイドラインなどを定める
ことで統一化していく動きや、現地適応化し
たローカル・サイトに統一的なグローバル･
サイトを重ねる動きなどが見られた。配置-
調整については、ローカル・サイトのプラッ
トフォームとなるシステムやデータベース
を日本の本社で集中的に開発する動きが見
られた。そしてその先には、複数の拠点で連
携しながらローカル・サイト、グローバル･
サイト、およびそれらのコンテンツを分担し
て開発・制作する体制の確立というマネジメ
ント上のフロンティアが広がっていると考
えられる。 
この２つのパス上の段階を進んでいくこと
は、企業ウェブサイトのマネジメントに規模
の経済性や範囲の経済性、そしてスピードの
経済性と柔軟性をもたらすはずである。とは
いえ、あらゆる国際企業がこの２つのパス上
の段階を進んでいくわけではないことには



注意が必要である。当該企業の企業ウェブサ
イトにおけるコミュニケーション方法に国
際的な共通性が少ない場合、あるいは各国・
地域拠点の技術的な優劣が顕著でない場合、
そして集約化に適した国・地域の拠点が各
国･地域の事情に通じていない場合などには、
マルチ・ドメスティックな体制にとどまるこ
との利得が大きくなる。 
 
図１．企業ウェブサイトのグローバル・マネ
ジメント・サイクル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）本研究では、GMS をベースに、企業ウ
ェブサイト特有の要因も考慮しながら構築
したモデルを、質問票調査と企業財務データ
ベースから得たデータを用いて、確認的因子
分析とパス解析を行い検証することで、以下
のような知見を得た。 
本研究では、GMS を踏まえると、わが国の企
業ウェブサイトのグローバル･マネジメント
においても、以下のような動きが見られるは
ずだと考えた。企業ウェブサイトのグローバ
ル・マネジメントにおける「標準化」と「開
発の調整」の水準が高まるのは、企業の外的
な市場要因（グローバルな「市場の類似性」
と「競争の水準」の高度化）と内的な組織要
因（グローバルな「MC 効率の追求」と「グロ
ーバル IMC」の強化）に適合する場合であり、
この「標準化」と「開発の調整」の水準の高
まりは、グローバルな「ウェブ成果」そして
「事業成長」にポジティブな影響をおよぼす。
このモデルは図 2に示される。 
続いて、質問票調査と企業財務データベース
から得たデータを用いて、確認的因子分析と
パス解析を行い、モデルの検証を行った。全
体としてはモデルを支持できる値を得るこ
とができた。 
モデルの概念間の関係については、検証の結

果、1％水準で有意であったのは、「グローバ
ル IMC」から「標準化」への正のパス、「標準
化」から「開発の調整」への正のパス、そし
て「開発の調整」から「ウェブ成果」への正
のパスであった。5％水準で有意であったの
が、「MC 効率の追求」から「標準化」への正
のパス、そして「ウェブ成果」から「事業の
成長」であった。最後に、10％水準ではある
が有意であったのが、「市場の類似性」から
「開発の調整」への負のパスであった。 
本研究は、日本企業の企業ウェブサイトのグ
ローバル・マネジメントにおいても、その成
果を導く基本的な流れについてはGMSと同様
の関係が見られることを確認し、GMS の企業
ウェブサイト・マネジメントへの拡張の可能
性を示した。企業の外的な市場要因と内的な
組織要因に適合すれば、企業ウェブサイトの
グローバル･マネジメントにおける標準化、
そして開発の調整が進み、ウェブ成果、さら
には事業の成長が生み出される。本研究の実
証的な貢献としては、このような GMS の沿っ
た流れが、企業ウェブサイトのグローバル・
マネジトにおいても確認できることを新た
に示すことができたが挙げられる。加えて本
研究では、日本企業の企業ウェブサイトのグ
ローバル・マネジメントにおいては、外的な
市場要因よりも内的な組織要因の方がその
標準化と開発の調整に与える影響が大きい
ことが示された。本研究の理論的な貢献とし
ては、従前の GMS 研究において明らかでなか
った標準化と開発の調整の関係について、標
準化は直接にウェブ成果を生み出すのでは
なく、開発の調整に媒介されて、ウェブ成果
と事業の成長を促すという関係をとらえる
ことができたことが挙げられる。 
 
図 2．グローバル企業ウェブサイト戦略（分
析結果を示すモデル図） 
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